
（様式1）          研究事業評価調書（平成21年度）     平成21年12月25日作成 

事業区分 経常研究（応用） 研究期間 平成１８年度～平成２０年度 評価区分 事後評価 

乳牛における省力管理技術の開発 研究テーマ名 

 

（副題） 
（酪農家の省力化を図るため、搾乳作業時間の削減技術と、牛の簡易な発情発見技術を開
発する。） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 農林技術開発センター畜産研究部門大家畜研究室 井上哲郎 

＜県長期構想等での位置づけ＞ 
ながさき夢・元気づくりプラン 
（長崎県長期総合計画後期5か年
計画） 

Ⅱ競争力のあるたくましい産業の育成 
６農林水産いきいき再生プロジェクト 
②農林業の生産性・収益性の向上 

長崎県科学技術振興ビジョン 第３章長崎県における科学技術振興の基本方向と基本戦略 
（ア）地域ニーズ主導による推進 

長崎県農政ビジョン後期計画 １４長崎県農林業をリードする革新的技術の開発 

１ 研究の概要(100文字) 

酪農家の省力化を図るため、搾乳回数を減らすことによって、労働時間の多くを占める搾乳作業時間を削減す

る技術を検討するとともに、牛行動のモニタリングによる簡易な発情発見技術を検討する。 

研究項目 
①搾乳時間短縮技術の検討 

②発情発見システムの検討 

２ 研究の必要性 

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

大規模の酪農家では、施設整備や機械導入による省力化が進められている。 

しかし、中小規模の酪農家では、施設整備や機械導入が難しく、一人当たり年間労働時間は２，８４０時間

（うち搾乳作業時間１，３００時間）と、厳しい労働条件下にある。 

 

また、近年、乳牛の繁殖成績が低下しており、全国的に問題となっている。 

繁殖成績を改善するためには、牛の発情を的確に発見する必要があるが、発情の兆候が従来よりも微弱

化しており、発見が難しくなっている。 

また、観察に十分な時間を当てることも困難な現状にある。 

 

こうした状況から、施設整備や機械導入によらない省力化技術と、牛の発情を簡易に発見する技術が求

められている。 

 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

・搾乳回数を減らす研究は国内に例がなく、そのため、搾乳回数を減らすことの省力効果と生産性への影響

を明らかにする必要がある。 

・万歩計による歩数のモニタリングや、赤外線センサによる乗駕行動※１のモニタリングによる発情発見機器

が市販されているが、牛の行動が制限される繋ぎ飼いでは利用できないため、繋ぎ飼いでも利用できる発

情発見技術を検討する必要がある。 

 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ
18

Ｈ
19

Ｈ 
20 

Ｈ 
21 

Ｈ 
22 

単位 

目標 ６ ６    
① 

搾乳回数を減らすことによる作業時間、乳量、

乳成分への影響を明らかにする。 
供試頭数 

実績 ６ ６    
頭 

目標 ２ ２ ２   
② 

牛行動のモニタリングによる発情発見技術を

検討する。 
供試頭数 

実績 ２ ２ ２   
頭 



１） 参加研究機関等の役割分担 

②発情発見システムの検討：長崎総合科学大学（自動発情発見機器の試作） 

 

２） 予算 
 

財源 
研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 研究費 

（千円） 国庫 県債 その他 一財 
全体予算 ４６，４６４ ２２，２６２ ２４，２０２  ２１，７２２ ２，４８０
18年度 １５，９３８ ７，４３０ ８，５０８  ７，７２８ ７８０
19年度 １５，９９５ ７，４８７ ８，５０８  ７，７２８ ７８０
20年度 １４，５３１ ７，３４５ ７，１８６  ６，２６６ ９２０

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 

（研究開発の途中で見直した事項） 

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

Ｈ
18

Ｈ
19

Ｈ
20

Ｈ
21

Ｈ
22

得られた成果の補足説明等 

① 
年間搾乳作業時間

の削減率 
１０％ ７％  ○  

 
 
年間搾乳作業時間を７％削減できる技術※２を
開発した。 

② 発情発見率 ８０％ ８６％   ○   
８６％の精度で発情を発見できる手法※３を開
発した。 

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

・搾乳回数を減らすことによる作業時間、乳量、乳成分への影響を明らかにし、搾乳作業時間短縮技術として

マニュアル化した。 

・市販の発情発見機器が繋ぎ飼いの牛に利用できないのに対し、本研究で開発した起立時間のモニタリング

による発情発見法※３－２は繋ぎ飼いに有効で、この成果をもとに自動発情発見機器※３－３を試作した。 

 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

①搾乳時間短縮技術 

・泌乳後期の牛に毎日一回搾乳を実施する方法※２－２は、乳量も低下するが、体細胞数※２－３を増加させ

ることが明らかとなり、省力化技術としては採用できないことが分かった。 

・泌乳期に関わらず一週間に一度だけ一回搾乳を実施する方法※２－４は、当日の乳量を一時的に低下さ

せるが翌日にはもとの乳量に回復し、また、体細胞数への影響もないことが明らかとなり、省力化技術

として採用できることが分かった。 

・これらの成果をもとに作成した搾乳作業時間短縮マニュアルを活用し、農家への周知を図る。 

②発情発見システム 

・牛の起立時間が発情時に増加することが明らかとなり、起立時間のモニタリングにより発情を発見でき

ることが分かった。 

・牛の起立時間を簡易にモニタリングする技術を開発した。 

・これらの成果をもとに長崎総合科学大学との共同研究により自動発情発見機器を試作した。今後、自

動発情発見機器について、県と長崎総合科学大学で知財化し、商品化を目指す。 

 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

・省力効果 ：常時、「泌乳期に関わらず一週間に一度だけ一回搾乳」を実施した場合、搾乳作業時間を一

人当たり年間９０時間削減する効果が見込まれる。 

1,300時間（現状の搾乳作業時間）×７％（削減率）＝90時間/年・人 

（経済効果＝90時間×1,541円（一時間当たり家族労賃）＝138,690円/年・人） 

また、緊急時の搾乳対応技術としても利用できる。 

 

・経済効果 ：自動発情発見機器を実用化することにより、発情発見率の向上による空胎日数※４の短縮が

図られ、４０頭規模の経営における試算※５では、年間２０６万円の経済効果が見込まれる。 

（158日（現状の空胎日数）－115）×1,200円×40頭＝2,064千円/年・戸 

（研究開発の途中で見直した事項） 



（様式2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（１７年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（１７年度） 

評価結果 

(総合評価段階：３．３) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 

 

 

途 

 

中 

（１９年度） 

評価結果 

(総合評価段階：Ａ) 

・必 要 性： Ｓ 

酪農経営で問題となっている過重労働を、投資ゼ

ロで軽減するための一方策として、搾乳時間短縮

技術は、実施するべき課題である。また、家畜の繁

殖は畜産経営の柱であり、特に近年繁殖成績低下

が、全国的に問題となっている酪農経営において

は、繁殖成績改善技術の必要性は高い。 

・効 率 性： Ａ 

試験は計画通りに実施されている。 

・有 効 性： Ａ 

搾乳時間短縮技術については一日一回搾乳が

乳牛の生産性に及ぼす影響を調査し、一日一回搾

乳により搾乳時間が短縮されること、日生産乳量が

有意に減少すること、体細胞数が増加する傾向に

あることを確認した。 

発情発見システムについては発情時に起立時間

の割合が高くなることを応用した発情発見技術を開

発するため、温度記録計のセンサーを牛床マットに

埋設することにより、牛の起立横臥による牛床温度

変化を、経時的にモニターできることを確認した。 

・総合評価： Ａ 

県農政ビジョンに掲げる「省力化・軽作業化・快適

化」に繋がる技術開発に向け、積極的な推進が必

要である。 

（１９年度） 

評価結果 

(総合評価段階：Ａ) 

・必 要 性： Ａ 

発情発見システムによる繁殖成績改善と搾乳作

業時間短縮による省力化が同時に達成できれば酪

農経営改善に大きく寄与する。 

 

 

 

・効 率 性： Ａ 

発情発見システムの開発は、効率的に実施され

ているが、省力管理技術の開発では、経営的評価

も行う必要がある。 

・有 効 性： Ａ 

安価で正確な機器が開発され、乳量を減らす事

なく省力化が図れれば農家の経営改善につなが

る。 

 

 

 

・総合評価： Ａ 

発情発見システムの開発は、必要性も高く、民間

と連携し効率的に実施されている。搾乳時間短縮技

術の開発では、乳房炎の発生、乳量・乳質低下な

ど、弊害の発生が懸念されるので、経常的評価も行

う必要がある。 

 対応 対応 

・必 要 性：  

近年、乳牛の繁殖成績の低下と、酪農家の過重

労働は、全国的にも問題となっており、酪農家の経

営改善に繋がる技術の開発に努めます。 

・効 率 性：  

ご指摘のとおり搾乳時間短縮技術の開発につい



ては、省力化の効果以外にも、酪農家の所得に直

結する乳量と乳成分への影響を考慮する必要があ

り、経営的評価も実施する予定です。 

・有 効 性：  

発情発見システムについては、安価であることも

目標の一つに据えて、開発に取り組みます。 

搾乳時間短縮技術については、乳量のみならず

乳成分についても検証し、生産現場での活用の可

能性を明らかにしたいと考えています。 

・総合評価：  

搾乳時間短縮技術については、泌乳後期の１日

１回搾乳では、ご指摘のような弊害が認められまし

た。 

１９年度は、搾乳間隔延長を応用した試験を実施

することとしています。なお、予備試験では、乳量

の若干の減少のほかには、ご指摘のような弊害は

認められていませんが、最終的には、経営的評価

も実施し、生産現場での活用の可能性を明らかにし

たいと考えています。 

 

 

事 

 

後 

（２１年度） 

評価結果 

(総合評価段階：A) 

・必 要 性： Ａ 

酪農経営で問題となっている過重労働を、投資ゼ

ロで軽減するための一方策として、搾乳時間短縮

技術は、実施するべき課題である。また、家畜の繁

殖は畜産経営の柱であり、特に近年繁殖成績低下

が全国的に問題となっている酪農経営において

は、繁殖成績改善技術の必要性は高い。 

・効 率 性： Ａ 

研究は計画どおりに進捗した。 

①搾乳時間短縮技術の検討：初年度に「泌乳後

期牛の毎日一回搾乳」試験を 6頭で実施し、次年度

に「泌乳期に関わらず一週間に一度だけ一回搾乳」

試験を6頭で実施した。 

②発情発見システムの検討：牛の起立時間によ

る発情発見法について、モニタリング技術の検討～

データ収集を 6 頭で実施した。また、得られた成果

をもとに、長崎総合科学大学との共同研究によっ

て、自動発情発見機器を試作した。 

・有 効 性： Ａ 

①搾乳時間短縮技術の検討：「泌乳期に関わら

ず一週間に一度だけ一回搾乳」技術が搾乳作業時

間を年間7%削減できる省力化技術として採用できる

ことが明らかとなった。「泌乳後期牛の毎日一回搾

乳」技術は体細胞数を増加させるため採用できない

ことが明らかとなった。 

②発情発見システムの検討：発情牛の 86％で起

立時間の増加が認められ、起立時間から 80%以上

の精度で発情を発見できることを明らかにするとと

もに、起立時間の簡易なモニタリング技術を開発

（２１年度） 

評価結果 

(総合評価段階：A) 

・必 要 性 A 

酪農において作業時間の短縮と発情発見による

繁殖成績改善は重要で基本的な研究対象であり必

要性は高い。 

 

 

 

・効 率 性 A 

搾乳時間短縮技術ではマニュアルの作成、発情

システムでは大学と連携し自動発情発見器を試作

するなど、効率的に行われ、一定の成果が出てお

り評価できる。 

 

 

 

 

 

 

・有 効 性 A 

本研究の成果を導入することで酪農経営の省力

化が確実に図られると考えられ有効性は高い。 

特に、発情発見器については早期の知財化、商

品化に取り組み、低コストでの現地普及する必要

があると思われる。 

また、搾乳時間の削減技術の普及にあたって

は、搾乳量の減少（収入の減少）について整理が

必要である。 

 

 



し、自動発情発見機器の試作を行った。 

・総合評価： Ａ 

研究は計画どおりに実施された。 

一定の成果も得られ、搾乳時間短縮技術につい

てはマニュアルを作成した。 

発情発見システムについては自動発情発見機器

を試作した。 

自動発情発見機器については、県と長崎総合科

学大学で、知財化し、商品化を目指すこととしてい

る。 

 

・総合評価 A 

研究は計画どおりに実施され、発情発見装置に

ついては、早急に商品化し、現地普及することを期

待する。 

また、受胎率との関係や、搾乳回数の削減に伴

う減収と労働力軽減の関係を整理し、普及を図るこ

とが必要である。 

 

 対応 対応 

・必 要 性 

   ご指摘のとおり、酪農経営にとって重要な研究テ

ーマと考えます。 

・効 率 性 

   長崎総合科学大学との共同研究により一定の成

果が得られたと考えます。 

・有 効 性 

   発情発見器については、長崎総合科学大学と共

同で特許出願を行いました。（平成２１年８月２６日）

   また、搾乳回数削減に伴う乳量減少（収入の減

少）に関するデータもマニュアルに記載することとし

ます。 

・総合評価 

   発情発見器については、引き続き、長崎総合科

学大学と商品化へ向けた検討を行うこととしていま

す。 

搾乳回数の削減に伴う減収と労働力軽減の関係

については、データを整理しマニュアルに記載し普

及を図ることといたします。 

 

 



■総合評価の段階 
平成２０年度以降 
（事前評価） 
Ｓ＝積極的に推進すべきである 
Ａ＝概ね妥当である 
Ｂ＝計画の再検討が必要である 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげており、継続すべきである 
Ａ＝計画どおり進捗しており、継続することは妥当である 
Ｂ＝研究費の減額も含め、研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究を中止すべきである 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげた 
Ａ＝概ね計画を達成した 
Ｂ＝一部に成果があった 
Ｃ＝成果が認められなかった 

 
平成１９年度 
（事前評価） 
Ｓ＝着実に実施すべき研究 
Ａ＝問題点を解決し、効果的、効率的な実施が求められる研究 
Ｂ＝研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められる研究 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画を上回る実績を上げており、今後も着実な推進が適当である 
Ａ＝計画達成に向け積極的な推進が必要である 
Ｂ＝研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究費の減額又は停止が適当である 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の研究の進展があった 
Ａ＝計画どおり研究が進展した 
Ｂ＝計画どおりではなかったが一応の進展があった 
Ｃ＝十分な進展があったとは言い難い 

 
平成１８年度 
（事前評価） 
１：不適当であり採択すべきでない。 
２：大幅な見直しが必要である。 
３：一部見直しが必要である。 
４：概ね適当であり採択してよい。 
５：適当であり是非採択すべきである。 

（途中評価） 
１：全体的な進捗の遅れ、または今後の成果の可能性も無く、中止すべき。 
２：一部を除き、進捗遅れや問題点が多く、大幅な見直しが必要である。 
３：一部の進捗遅れ、または問題点があり、一部見直しが必要である。 
４：概ね計画どおりであり、このまま推進。 
５：計画以上の進捗状況であり、このまま推進。 

（事後評価） 
１：計画時の成果が達成できておらず、今後の発展性も見込めない。 
２：計画時の成果が一部を除き達成できておらず、発展的な課題の検討にあたっては熟慮が必要である。 
３：計画時の成果が一部達成できておらず、発展的な課題の検討については注意が必要である。 
４：概ね計画時の成果が得られており、必要であれば発展的課題の検討も可。 
５：計画時以上の成果が得られており、必要により発展的な課題の推進も可。 

 

 

 


